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Ⅰ 策定の要旨 

 

当市では、障害者の雇用の促進等に関する法律（以下「障害者雇用促進法」

という。）等に基づき、これまで、「障がいのある人を対象とした職員採用試

験」の実施や、働きやすい職場環境の整備など、障がい者雇用に取り組んでき

ました。 

しかしながら、平成３０年８月、国の機関及び地方公共団体の機関（以下

「公務部門」という。）の多くの機関において障害者雇用率制度の対象障がい

者の不適切な計上があり、法定雇用率を達成していない状況が明らかとなりま

したが、民間の事業主に対して率先垂範する観点からも、公務部門において

は、法定雇用率の達成に留まらず、障がい者雇用を継続的に進めることが重要

です。 

障がい者雇用を進める上では、障がい者の活躍の推進（障がい者一人ひとり

が、能力を最大限に発揮できること）が必要であることから、公務部門におい

ては、障がい者の活躍の場をの拡大のための取組を不断に実施する等、自立的

なＰＤＣＡサイクルを確立できるよう、障害者雇用促進法の改正により、国及

び地方公共団体が率先して障がい者を雇用する責務が明記されるとともに、国

及び地方公共団体の任命権者は、障害者活躍推進計画（以下「計画」とい

う。）を作成することとされました。 

当市においては、障がいのある職員を含む全ての職員が能力を最大限発揮

し、笑顔でいきいきと活躍することができる職場の実現を目指し、障がいのあ

る職員の活躍促進に向けた取組の内容を明らかにするとともに、実効性の高い

取組を行うため本計画を策定し、しっかりと取り組んでいきます。 

 

Ⅱ 策定主体                                

 

 根室市 

 

Ⅲ 計画期間                                

 

計画期間は、令和２年度から令和６年度までの５年間とし、計画の期間内で

あっても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計画の見直しを

行います。 

 

Ⅳ 当市における障がい者雇用等の状況                       
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（１）障がいを有する方を対象とした試験の実施状況                    

 

 当市では、これまで一般の職員採用試験（一般事務職）において、身体障が

いのある人を対象とした採用試験を実施していました。また、令和元年度から

の採用試験より、知的障がい者及び精神障がい者も含めて受験可能とするよう

対象を拡大し、採用試験を実施しています。 

 

（２）障がい者雇用率の状況 

 

 障害者雇用促進法では、地方公共団体の責務として、「自ら率先して障がい

者を雇用するように努めなければならない」とされ、障がい者の雇用の場の確

保に向けて、民間企業等よりも高い法定雇用率が設定されています。 

 当市における市長部局（その他任命権者を含む）における令和元年６月１日

現在の雇用率は、次のとおりとなっています。 

 

〔令和元年６月１日現在の雇用率1〕 

任命権者 法定雇用率 職員数 障がい者の数 実雇用率 

市長部局 ２．５０％ ３５４人 ９人 ２．５４％ 

 

（３）職場定着の状況 

 

 障がい者の活躍を推進していくためには、積極的に採用に取り組むととも

に、障がいのある職員が安心して働ける環境づくり等を通じて、職場定着を推

進していくことが重要です。 

 

〔当市における障がいのある職員の平均勤続年数〕 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

２４年１０月 ― ― 

 

 

                                                      

1 労働省告示等に基づき算定 
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〔民間企業等における平均勤続年数2〕 

身体障がい者 知的障がい者 精神障がい者 

１０年２月 ７年５月 ３年２月 

 

Ⅴ 障がい者雇用における課題                         

 

当市では、市長部局において職員を採用し、他の機関へ出向させる任命形式

をとっており、令和元年６月現在の障がい者雇用率は、法定雇用率を満たして

いるものの、近年の採用試験では、一般の職員採用試験と同様に障がいのある

人を対象とした採用試験においても、受験者数の確保ができておらず、応募条

件や採用試験時における必要な配慮等の見直しが課題となっています。 

 また、採用後においても、障がい者の特性に配慮した施設環境の整備や、働

きやすい職場環境の推進するための相談体制の整備などが課題となっていま

す。 

 

Ⅵ 障がい者の活躍推進に向けた目標                     

 

（１）採用に関する目標 

  法定雇用率を上回る障害者雇用率を達成する 

任命権者 

法定雇用率 

現状 

（令和元年６月１日） 

目標 

（令和６年６月１日） 

市長 ２．５４％ ２．６０％ 

 

評価方法：毎年の任免状況通報により把握・進捗管理をする。 

 

（２）定着に関する目標 

 不本意な離職を極力生じさせない 

 

 評価方法：毎年の任免状況通報時に、障がい者を有する職員の定着状況を把 

握する。 

                                                      

2 「平成 30年度障害者雇用実態調査」より 
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Ⅶ 障がい者の活躍推進に向けた取組                        

 

（１）障がい者の活躍を推進する体制整備 

 

① 障がい者の雇用の促進並びに雇用の継続を図るため、職員の採用にかか

わる管理職（課長職）を「障害者雇用推進者」として選任し、各種取組

を行います。 

② 障がいのある職員が相談しやすい体制となるよう、「障害者職業生活相

談員」を選任し、相談員の専門資格取得などの研修会への参加により、

障がい理解を深め、障がいのある職員を適切に支援します。 

③ 障がいに関する理解を深めるため、職員に厚生労働省等が開催する各種

研修及び講座の参加を募り、障がい理解に努めます。 

 

（２）障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

 

① 新規採用時又は人事異動時その他定期的に面談を行い、障がいのある職

員と業務の適切なマッチングができているかの点検を行い、必要に応じ

て業務の見直し等を行います。 

② 身体障がい等により従来の業務遂行が困難となった障がいのある職員か

ら相談があった場合、負担なく遂行できる職務体制の整備、職務の選

定・創出について検討します。 

 

（３）障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 

①職務環境 

○ 施設環境整備として、今後、建設予定の新庁舎へ障がい者特性に配慮

した障がい者用トイレやエレベーターの設置のほか、だれもが利用し

やすいユニバーサルデザインの導入やバリアフリー化を目指します。 

○ 定期的な面談を通じて、職務環境についての要望、仕事の不安や悩み

等について、本人等から把握し、必要な支援を過重な負担にならない

範囲で適切かつ継続的に実施する。 

 ②募集・採用 

○ インターンシップの中で障がいを有する学生から申出があった場合

は、業務に支障のない範囲内で積極的に受け入れを行います。 

○ 採用選考にあたり、障がいを有する受験者からの要望を踏まえ、障が

い特性に応じた必要な配慮を行います。 
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○ 募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わないものとします。 

 特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定すること 

 自力で通勤できることといった条件を設定すること 

 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定すること「就労支

援期間に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」

といった条件を設定すること」 

 特定の就労支援機関からのみの受け入れを実施すること 

 

 ③働き方 

○ 時間単位の年次有給休暇や病気休暇などの各種休暇制度について、定期

的な周知を行うとともに、休暇制度等の利用しやすい職場環境を整えま

す。 

 

 ④キャリア形成  

○ 各種研修の実施に当たっては、本人の希望に応じて研修を受講できるよ

う、研修受講に必要かつ合理的な配慮を行います。 

 

 ⑤その他 

○ 定期的な面談の設定及び必要に応じた随時面談の実施により、必要な配

慮等の有無を把握し、その結果を踏まえて検討を行い、必要な措置を講

じるとともに、障がいを有する職員の状況把握や体調への配慮に努めま

す。 

 

 

以上のとおり、障害者雇用促進法に基づく計画を定めるものです。 

 

 

 令和２年４月１日 

 

                根   室   市   長  


